
給 与 費 明 細 書
１　特　別　職

そ の 他

の 手 当

市長等 4 36,204 11,277 47,481 9,368 56,849

議　 員 24 132,366 41,226 173,592 43,546 217,138

その他 1,785 111,813 111,813 111,813

計 1,813 244,179 36,204 52,503 332,886 52,914 385,800

国 民 健 康
保 険 会 計

補正後 介 護 保 険
会 計
後 期 高 齢 者
医 療 会 計

市長等 4 36,204 11,277 47,481 9,368 56,849

議　 員 24 132,366 41,226 173,592 43,546 217,138

その他 1,851 121,803 121,803 121,803

計 1,879 254,169 36,204 52,503 342,876 52,914 395,790

市長等 4 36,204 11,626 47,830 9,493 57,323

議　 員 24 132,366 42,494 174,860 43,546 218,406

その他 1,851 121,803 121,803 121,803

計 1,879 254,169 36,204 54,120 344,493 53,039 397,532

市長等 △ 349 △ 349 △ 125 △ 474

議　 員 △ 1,268 △ 1,268 △ 1,268

その他

計 △ 1,617 △ 1,617 △ 125 △ 1,742
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給　　　　　　　与　　　　　　　費　　　　　(千円）

区　　　    分
職員数　
(人）

共済費　　
(千円）

合　計
(千円)

備  考
報　　酬 給　　料 期末手当 計

一般会計    

特

別

会

計

その他 13 215 215 215

その他 53 9,775 9,775 9,775

その他

合　　計

補正前 合　　計

比　　　較



 ２　一　般　職
(1)　総　括

(612)

780

国 民 健 康 (17)

保 険 会 計 17

補正後 介 護 保 険 (30)

会 計 17

後 期 高 齢 者 (3)

医 療 会 計 4

(662)

818

(664)

829

(△ 2)

△ 11

区　　分 扶　　養 地　　域 住　　居 通　　勤 特殊勤務 時間外 夜間勤務 宿日直 管理職 管理職員特別 単身赴任 期末勤勉 退　　職 災害派遣

国 民 健 康

職員手当 保 険 会 計

の 内 訳 介 護 保 険

(千円) 会 計

後 期 高 齢 者

医 療 会 計

（ 　 ）内は再任用短時間勤務職員及び会計年度任用短時間勤務職員を外数で示す。
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給　　　　与　　　　費　　　　（千円）

報　　　酬 給　　　料 職員手当     計
区　　　　分 職員数(人） 共済費（千円） 合計（千円） 備　　　考

一 般 会 計 887,759 3,371,167 2,847,762 7,106,688 1,267,500 8,374,188

38,408 58,940 44,821 142,169 27,015 169,184

77,496 65,605 52,752 195,853 35,897 231,750

6,205 15,596 9,787 31,588 6,338 37,926

計 1,009,868 3,511,308 2,955,122 7,476,298 1,336,750 8,813,048

補　正　前 1,006,337 3,563,453 2,934,972 7,504,762 1,387,188 8,891,950

比 　　　較 3,531 △ 52,145 20,150 △ 28,464 △ 50,438 △ 78,902

一 般 会 計 108,101 3,334 54,116 50,041 1,590 425,432 5,769 11 78,900 5,245 1,432,659 674,508 8,056

1,925 763 1,034 9,250 1,220 30,629

803 958 610 9,397 648 40,336

381 287 614 1,042 7,463

計 111,210 3,334 56,124 52,299 1,590 445,121 5,769 11 80,768 5,245 1,511,087 674,508 8,056

補　正　前 117,603 3,753 54,706 55,943 102 419,797 5,790 11 79,439 8,179 360 1,598,324 575,025 15,940

比       較 △ 6,393 △ 419 1,418 △ 3,644 1,488 25,324 △ 21 1,329 △ 2,934 △ 360 △ 87,237 99,483 △ 7,884



(2) 報酬、給料及び職員手当の増減額の内訳

区　　分 増減額(千円) 備 考

報　　酬 3,531 1  給与改定に 0 給与改定の状況

   伴う増減分 給与改定に伴う増減分 0 本年度給与の改定率

2  その他の増 3,531

   減分 職員数の増減等によるもの 3,531

給　　料 △ 52,145 1  給与改定に 0 給与改定の状況

   伴う増減分 給与改定に伴う増減分 0 本年度給与の改定率

2  その他の増 △ 52,145 職員数の増減によるもの 当初予算と補正後の人員明細 （R3.1.2～R4.1.1）

   減分

　　　採用者・退職者関係分 △ 43,524

　　　休職者等不要分 △ 4,080 (71) (28) (25) (△ 3) (△ 17) (△ 19) (△ 2)

　　　異動等による増減分 △ 4,541 32 36 4 △ 49 △ 62 △ 13

実績 差引

(66)

△ 2 △ 2

（  ）内は再任用短時間勤務職員を外数で示す。
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増減事由別内訳(千円) 説　　　明(千円)

0.00%

0.00%

当初予算 採用関係（人） 退職関係（人）

の人員

(人）

829

異動関係(人） 補正後の

予定 人員（人)

0 818

予定 実績 差引 予定 実績 差引



職員手当 20,150 1   制度改正に △ 58,173 期 末 勤 勉 手 当 △ 58,173 支給割合の引下げによるもの

   伴う増減分

2  その他の増 78,323 扶 養 手 当 △ 6,393 増減理由

   減分 地 域 手 当 △ 419 1 職員数の増減によるもの

住 居 手 当 1,418 2 休職者等の不要分によるもの

通 勤 手 当 △ 3,644 3 退職予定者の増加によるもの

特 殊 勤 務 手 当 1,488 4 新型コロナウイルス感染症対応によるもの

時 間 外 勤 務 手 当 25,324 5 自然増減及びその他によるもの

夜 間 勤 務 手 当 △ 21

管 理 職 手 当 1,329

管理職員特別勤務手当 △ 2,934

単 身 赴 任 手 当 △ 360

期 末 勤 勉 手 当 △ 29,064

退 職 手 当 99,483

災 害 派 遣 手 当 △ 7,884

―　99　― ―　100　―



 (3) 給料及び職員手当の状況

　 ア　職員1人当たりの給与　

区 分

　 イ　初　任　給
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一般行政職 税務職     医療技術職 看護保健職 福祉職 消防職     企業職     技能労務職 全職種     

平均給料月額(円) 345,312 333,587 321,800 326,670 296,375 301,989 357,503 325,025 337,776

令和4年1月1日現在 平均給与月額(円) 402,820 378,090 355,782 372,756 348,059 382,305 415,107 387,628 398,350

平均年齢  (歳.月) 46.11 46.02 42.10 44.06 38.04 38.05 47.10 46.10 45.08

平均給料月額(円) 345,206 341,553 317,960 333,389 286,300 304,387 364,349 333,954 339,685

令和3年1月1日現在 平均給与月額(円) 403,580 395,200 362,263 406,146 327,932 380,041 426,127 400,276 401,404

平均年齢  (歳.月) 46.11 47.06 41.10 45.00 37.04 38.11 48.08 47.06 45.11

区　　　　　分 学　　　　　歴 一　般　職　員　(円) 消　防　職　員　(円) 技 能 労 務 職 員　(円)

高　　　校　　　卒 154,900 165,900 147,900

大　　　学　　　卒 182,200 195,500 －

高　　　校　　　卒 154,900 165,900 147,900

大　　　学　　　卒 182,200 195,500 －

令和4年1月1日現在

令和3年1月1日現在



 　ウ　級別職員数

級 級 級

７級 ７級 28 3.7

６級 (1) (2.2) ６級 (1) 69 (1.8) 9.1

５級 ５級 23 3.0 ５級

４級 ４級 407 53.7 ４級

３級 (45) (97.8) ３級 (54) 121 (98.2) 16.0 ３級 (11) (100.0)

２級 ２級 56 7.4 ２級

１級 １級 54 7.1 １級

計 (46) (100.0) 計 (55) 758 (100.0) 100.0 計 (11) (100.0)

７級 ７級 27 3.5

６級 ６級 71 9.1

５級 ５級 24 3.1 ５級

４級 ４級 422 54.0 ４級

３級 (44) (100.0) ３級 (52) 132 (100.0) 16.9 ３級 (8) (100.0)

２級 ２級 41 5.2 ２級

１級 １級 64 8.2 １級

計 (44) (100.0) 計 (52) 781 (100.0) 100.0 計 (8) (100.0)

（      ）内は、再任用短時間勤務職員を外数で示す。

（級別の基準となる職務内容）
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区     分      一般行政職 技能労務職を除く全職種 技能労務職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

26 4.6

63 11.2

18 3.2

補  正  後 306 54.6 49 81.7

85 15.2

31 5.5 8 13.3

32 5.7 3 5.0

561 100.0 60 100.0

25 4.3

65 11.2

19 3.3

補  正  前 316 54.3 56 86.2

94 16.1

23 3.9 8 12.3

40 6.9 1 1.5

582 100.0 65 100.0

区　分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

一般行政職
部 長 又 は 参 与
副部長又は副参与

課 長 又 は 参 事 副 課 長 又 は 主 幹 主 査 又 は 主 任 主 任 主 事
高 度 の 知 識 又 は
経 験 を 必 要 と す る
業 務 を 行 う 主 事

主 　 事



 エ　昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

1 号給 （人）

2 号給 （人）

3 号給 （人）

4 号給 （人）

（％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

1 号給 （人）

2 号給 （人）

3 号給 （人）

4 号給 （人）

（％）
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代表的な職種

一般行政職 技能労務職

職 員 数 818 561 60

昇 給 に 係 る 職 員 数 748 517 57

5 3

104 85 2

11 7 1

628 422 54

比 較 （ Ｂ ） / （ Ａ ） 91.4 92.2 95.0 

職 員 数 846 582 65

昇 給 に 係 る 職 員 数 772 539 61

12 10

107 89 2

6 5

647 435 59

比 較 （ Ｂ ） / （ Ａ ） 91.3 92.6 93.8 

区                                      分 全  職  種 

号給数別内訳

号給数別内訳

本  　年  　度

前　  年　  度



 オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

キ　地域手当
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支給期別支給割合              

６月（月分） １２月（月分）

(1.175) (1.075) (2.25)

2.225 2.075 4.30 

(1.175) (1.175) (2.35)

2.225 2.225 4.45 

区　　　  　  分 20年勤続の者（月分） 25年勤続の者（月分） 35年勤続の者（月分） 最高限度  （月分）
そ の 他 の
加 算 措 置 等

備　　　考

支　給　割　合　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置

支 給 対 象 職 員            人事交流職員

支       給       率            1.8%～20%

支給対象職員数(人)            13

区　　　 　  分 支給割合計（月分）
職制上の段階、職務
級等による加算措置

備　　　　考

補  正  後 有
（   ）内は、再任用短時間
勤務職員の支給割合を
示す。

補  正  前 有
（   ）内は、再任用短時間
勤務職員の支給割合を
示す。



ク　その他の手当

区　                分

扶    養    手    当

住    居    手    当

通    勤    手    当

特 殊 勤 務 手 当
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手　　  　    　当　  　  　  　の　    　　　  内  　  　  　　容

扶養親族１人につき 6,500円。ただし、子については扶養１人につき 10,000円（満 15歳に達する日後の最初の 4月 1日から満 22歳に達する日以後の最初の
 3月 31日までの間にある子については、１人につき 5,000円 を加算）

借家、借間等については、家賃額支給区分により支給                支給上限 28,000円
単身赴任者で配偶者等が居住するための住宅を借り受け、家賃等を支払っている者に対し、その家賃等の額に応じた住居手当の2分の1に相当する額
（支給上限 14,000円）を別途支給

交通機関利用者については、運賃相当額　                               支給上限 55,000円
交通用具利用者については、支給距離区分による額                  支給上限 31,600円
通勤距離が片道2ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満である者及び徒歩通勤者　　　　　　　  　　　不支給

福祉事務所に勤務する職員が、行旅病人又は行旅死亡人の収容に従事したときに支給
　　・行旅病人の収容　　　 　500円／回
　　・行旅死亡人の収容　　3,000円／回
新型コロナウイルス感染症に感染する危険性のある防疫等作業に従事したときに支給
　　・患者等の移送に使用した物件の処理、移送後における車両等の消毒作業   1,500円／回
　　・患者等の救護（移送及び入院を含む。）、疫学調査、検体の採取等の作業　　2,000円／回　


